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様式第７号 

 令和５年８月２２日 

 

松本市監査委員  様 

 

松本市長 臥 雲  義 尚  

 

包括外部監査結果に基づく措置について（通知） 

 

令和５年１月２７日付けの包括外部監査の結果通知について、次のとおり措置を講じた

ので、地方自治法第２５２条の３８第６項の規定に基づき通知します。 

 

対象所属 監査の結果 
措置／ 

対応状況 
内容 

公共施設マネ

ジメント課 

財政課 

契約管財課

（p.17） 

第２ 選定した特定の事件の概要 

Ⅰ 市が管理する財産 

５ 市の財産管理と情報システム 

（※以下、「第２－Ⅰ－５」のよう

に省略） 

 

1) 公有財産台帳、固定資産台帳

及び施設カルテ登録情報の整合

性 

 

公有財産台帳、固定資産台帳及

び施設カルテそれぞれに登録され

ているデータが相違しているもの

が散見された。 

その結果として各システムデー

タから作成され公表されている情

報の全てが正しいとはいえない状

況にある。公表情報の適正性を確

保するため、各システム登録デー

タの整合性を速やかに確認する必

要がある。 

対応状況 

 ご指摘の各台帳等は、財産管理に

ついての台帳という共通点はあり

ますが、それぞれ台帳整備の目的は

異なり、独自に管理してきた経過が

あります。 

 台帳間のデータの突合について

は新規の取組事項となりますので、

まずは、それぞれの台帳整備の目的

を果たすことを前提とした上で、登

録データの適正性、整合性の確保に

向けて台帳所管課間において、検討

を進めます。 

財政課 

（p.17） 

第２－Ⅰ－５ 

2) 固定資産台帳登録情報の網羅

性、正確性 

 

※以下の「監査の結果(意見)」

（P.35 ほか）を含む。 

第２－Ⅲ－２ 

(1) 梓川支所 

1)  固定資産現物確認の実施 等 

 

「資産評価及び固定資産台帳整

備の手引き」（総務省）では、具体

対応状況 

 毎年度、支出情報に基づき固定資

産台帳を更新してきましたが、台帳

に記載の情報と現物との間に齟齬
そ ご

が生じています。 

そのため、従来の台帳更新手法だ

けではなく、施設所管課の把握して

いる現物の状況を固定資産台帳に

反映できるよう、事務処理方針の整

備を検討します。 
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的な固定資産台帳の整備手順の実

務として「資産の棚卸（現物確認）」

を想定している。 

市は、固定資産の現物確認につ

いて規程等でその実施を定めてお

らず、管理所管課による固定資産

現物確認も行われていない状況に

ある。結果としてシステム登録さ

れていない資産が散見される状況

にある。 

所有する固定資産が網羅的にシ

ステムに登録されていること、固

定資産の実在性を確認するため

に、資産の現物確認の時期及び手

順を決め、その実施により､台帳登

録データの網羅性、正確性を確保

する必要がある。 

財政課 

（p.31） 

第２－Ⅱ－６ 

1) 固定資産台帳登録情報の網羅

性、正確性 

 

官庁会計を補完する目的で導入

された統一的な基準に基づく地方

公会計制度は、ストック情報やコ

スト情報を把握することを目的と

している。 

固定資産台帳の整備は、これら

の情報を把握するための中核とな

る作業である。この整備に当たっ

てデータの網羅性、正確性が確保

できないと地方公会計制度の目的

が十分に達成できず、業務結果が

効果的に活用できないこととな

る。 

監査対象とした多くの施設に関

連する公有財産台帳及び固定資産

台帳の登録データに誤りや登録漏

れ等の不備が散見された。 

地方公会計の統一的な基準に基

づく固定資産台帳整備時に、固定

資産の棚卸（現物確認）が適正に

行われたとはいえない状況にあ

る。 

市が、財務のストック情報、コス

ト情報を行政判断に活用するに

は、固定資産台帳に市の所有する

すべての固定資産が網羅的かつ正

確に登録される必要がある。 

対応状況 

 公会計整備については、国におい

て検討会が再開した状況であり、議

論が活発になっている状況です。 

 官庁会計における公会計の活用

方針は、旗振り役である国において

もいまだ定まっていない状況であ

ると認識していますが、最新の状況

を注視しつつ、適切な事務処理方針

の整備を検討します。 

財政課 

（p.210） 

第２－Ⅲ－２ 

(55) 松本市美術館 

4) 建物改修の台帳登録時期 

対応状況 

 予算の執行情報に基づく固定資

産台帳への登録のための資料提出

は、全庁照会により対応していま
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令和４年３月に建物の大規模改

修が完了しているが、監査時点で

台帳登録は行われていない。 

台帳への登録処理や時期につい

て、管理所管部署に周知されてお

らず、登録担当者に適切に伝達さ

れていない。 

固定資産台帳の情報は、行政内

部での活用や一般市民へ公開され

る情報である。台帳登録が遅延す

ると、台帳登録情報と資産現物の

適時照合が困難となるほか、登録

情報を利用した適切な判断が行わ

れないおそれがある。台帳登録情

報に変化があった都度、変更登録

が適時かつ正確に行われる体制を

構築すべきである。 

す。 

 ただし、資料収集後の固定資産台

帳の更新は業務委託で行っている

ため、施設所管課にとっては資料提

出と固定資産台帳への反映が結び

ついていないという状況を把握し

ました。よって、周知方法の見直し

を検討します。 

 なお、台帳登録情報の変更登録に

ついては、適時かつ正確に行える方

法を研究します。 

公共施設マネ

ジメント課 

（p.18） 

第２－Ⅰ－６ 

1) 小規模施設の管理 

 

公共施設マネジメントの対象と

されていない延べ床面積 50 ㎡未

満の公共施設についての管理は、

専らその所管部署に委ねられてい

る。令和３年度当初において公有

財産台帳登録の 50 ㎡未満の建物

は 205 施設ある。しかし、これら

の施設管理について、市としての

画一的な考え方や管理手順等は示

されず、事務の拠り所となる規程

や財産情報等が十分に整備されて

いない状況にある。したがって、

それらの管理は所管部署担当者の

経験と判断に頼るところが大きい

状態にある。 

公共施設マネジメントを効果的

に実施するのであれば、管理の拠

り所となる財産情報を整備し、管

理担当者等が画一的に判断できる

規程等を整備することが望まれ

る。 

対応状況 

 ご意見を受け、小規模施設の管理

は、市有財産管理システムによる財

産情報の整備と、建物維持管理マニ

ュアルを活用した管理担当者によ

る自主点検を行うことで進めます。 

公共施設マネ

ジメント課 

契約管財課 

（p.18） 

第２－Ⅰ－６ 

2) 管理事務の統括 

 

財産管理の統括は、財政部が行

うことと規定され契約管財課が台

帳管理を中心に行っているが、十

分に行われているとはいえず、特

に、未利用財産、低稼働の施設等

については、統括された情報がな

対応状況 

 今回のご意見を受け、両課の役割

分担を明確化し、各課への相談体制

についてマニュアル化しました。今

後、市有財産管理システムを活用し

た未利用資産の把握について、検討

を進めます。 
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い。 

市の目指す公共施設等の維持・

更新費用の削減を実現するために

は、公共施設の有効活用、処分に

係る財政支出の削減等を全庁的に

検討する体制を構築することが望

まれる。 

公共施設マネ

ジメント課 

（p.41） 

第２－Ⅲ－２ 

(4) 四賀支所 

2) 施設カルテにおける施設サー

ビス提供状況の登録 

 

施設カルテには、施設の利用状

況の情報として施設サービス提供

状況が記載されている。現在、四

賀支所に関しては、当該情報とし

て開館日数が記載されているが利

用人数は記載されていない。しか

し、当該情報のみでは、公共施設

の利用状況、利用割合等が明らか

でなく記載内容が不十分である。 

施設の活用状況等を的確に把握

するためにも窓口業務取扱件数、

会議室利用状況等を施設カルテに

登録することが望ましい。 

対応状況 

 施設カルテに記載する施設の利

用状況は、より的確に活用状況を把

握できるよう、ご意見の項目を含

め、登録項目の整備を検討します。 

公共施設マネ

ジメント課 

（p.54） 

第２－Ⅲ－２ 

(6) 市役所本庁舎 

5) 施設カルテの意義 

 

施設カルテを閲覧したところ、

平成 18 年から平成 20 年にかけて

実施された本庁舎耐震工事に関す

る記載が確認できなかった。耐震

改修工事は登録必須ではないため

登録していないとの説明を受けた

が、施設カルテの目的に照らせば、

施設の改修等に係る履歴は、施設

マネジメントの重要情報であるこ

とから、必須項目として登録すべ

きと考える。 

「施設カルテとは、市が保有し

ている公共施設ごとに、施設基本

情報（施設名称、所管課、所在地、

延床面積など）、施設サービス提供

情報（利用状況など）、財務情報（歳

出、歳入など）などに関する情報

をまとめたもので、市民に公共施

設の状況を伝達すると共に、情報

を共有しながら共に考え行動でき

る環境づくりを目指すものであ

る。」（松本市ホームページ）と説

対応状況 

ご意見のとおり、登録を行い情報

共有できるように整備を進めます。 
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明されている。市民に公共施設の

状況を伝達し、情報共有しながら

共に考え行動できる環境づくりを

目指すのであれば、改修工事に関

する情報も施設カルテに登録し、

情報共有すべきである。 

公共施設マネ

ジメント課 

（p.61） 

（p.64） 

（p.68） 

第２－Ⅲ－２ 

(8) 庄内複合体育施設 

(9) 野球場 

(10) 四賀球場 

＊ 利用料減免の状況の把握 

 

減免内規に基づき使用料の減免

が行われているが、減免者数や減

免額の実態が把握されておらず、

減免制度の効果や施設の収益性へ

の影響が分析されていない。 

減免の影響により、固定資産の

利用効率、収支、投資資金の回収

等が正確に把握できないおそれが

ある。また、減免額の実態が把握

されていない状況では、減免制度

の有効性や効果を適切に分析でき

ず、減免制度の見直しが適切に実

施できないおそれもある。 

減免額の実態や情報を集計し、

減免制度の効果を分析した上で、

適時に制度の見直しを行うことが

望まれる。また、固定資産の利用

効率や投資資金回収の分析につい

て、減免額の影響を適切に反映す

ることが望まれる。 

対応状況 

 使用料の減免にあたっては、各種

団体の活動に対する支援や社会的

弱者への配慮といった観点から、一

定の必要性があります。しかし、不

適切な制度や運営は、負担の公平性

を損なうおそれがあり、減免者数や

減免額等の実態把握が必要です。 

今回のご意見を受け、減免額の実

態や情報を集計し、減免制度の効果

や施設の収益性への影響について

分析を行い、必要に応じて制度の見

直しを検討します。 

公共施設マネ

ジメント課 

（p.73） 

第２－Ⅲ－２ 

(12) 藤池水防器具置場 

4) 財産処分とコスト意識 

 

当施設の解体に 913 千円の工事

費が支出されている。施設の処分

は、除却、売却、譲与等の手段があ

る。借用地に建設されたものであ

ることを考えると、支出の発生し

ない地権者等への無償譲渡も選択

肢の一つであった。市の公共施設

等総合管理計画は、公共施設の維

持保全にかける支出を削減するこ

とを目的としている。解体工事費

は少額ではあるが、支出削減につ

いて十分に意識した対応であった

か、全庁的に歳出削減策について

意識が共有されているか検証する

ことが望まれる。 

対応状況 

今回のご意見を受け、用途廃止後

の利活用や処分までの流れ等を整

理したマニュアルを作成しました。 

施設の処分に際し、費用を最小限

にするための検証を行っていきま

す。 
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公共施設マネ

ジメント課 

（p.113） 

第２－Ⅲ－２ 

(25) 旧五常小学校  

6) 施設活用の計画単位 

 

個別施設計画上、体育館やプー

ル等を含めて「転用」というカテ

ゴリーに整理されているが、体育

館やプール等の現況を鑑みると、

それぞれ別個の計画を策定するこ

とが望ましい。公共施設マネジメ

ントの効果を上げ、実行可能な施

策を行うためには、計画策定単位

を再考し、建物単位等に細分化し

未利用財産を網羅した計画とする

ことが望ましい。 

対応状況 

 個別施設計画は、施設の今後の方

向性や対策等を整理することを目

的としているため、施設単位で整理

しています。 

同一施設の棟単位で方向性が異

なる場合は、検討内容欄に記載する

ようにしています。 

今回のご意見を受け、市有財産管

理システムを活用した未利用財産

の把握についても研究します。 

契約管財課 

（p.118） 

第２－Ⅲ－２ 

(26) 浅間荘 

4) 土地の管理責任 

 

浅間温泉１丁目 479-2 の地番は

敷地（1,971.05 ㎡）を公園緑地課

所管の浅間南公園（1,420.6 ㎡）と

浅間荘（550.45 ㎡）に分け財産台

帳等に登録している。財産管理を

適切・効率的に行い、管理責任を

明確にするためには、一筆の土地

を分割して財産台帳に登録する現

在の取扱いを再検討することが望

ましい。 

対応状況 

 土地の所管については、一筆の土

地を一つの課で管理することが原

則ですが、今回のような事例では、

やむを得ず分ける場合があります。 

 そのような場合原則として塀な

どで分けられているため、管理は明

確となっていると理解しています

が、今後財産台帳を整備する中で、

ご指摘の点も含め再検討します。 

 

公共施設マネ

ジメント課 

（p.224） 

第２－Ⅲ－４ 

3) 個別施設計画の策定、施設マ

ネジメント 

 

個別施設計画は、インフラ設備、

文化財を除く一定規模の施設(50

㎡以上)について策定されている。

しかしこの計画単位は、施設名称

(コード)単位で策定されている。

大規模施設の中には複数の建物等

から構成されているものがあり、

それらのすべてが個別施設計画で

示される利用の方向性（方針）と

合致しない実態がある。 

効果的な公共施設マネジメント

を実施するには施設の最小管理単

位を意識して行う必要があり、公

有財産台帳に登録されている建物

等の明細データを活用すべきであ

る。 

対応状況 

 個別施設計画は、施設の今後の方

向性や対策等を整理することを目

的としているため、施設単位で整理

しています。 

同一施設の棟単位で方向性が異

なる場合は、検討内容欄に記載する

ようにしていますが、ご意見を受

け、公有財産台帳に登録されている

建物データも活用しながら、内容を

検証します。 

公共施設マネ

ジメント課 

第２－Ⅱ－６ 

2) 固定資産のストック情報管理
対応状況 

データの網羅性については台帳

それぞれであるのが現状ですが、施
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財政課 

契約管財課 

（p.31） 

のルール化 

 

財産管理システム間の登録デー

タの整合性の確認、固定資産現物

とシステム登録データの照合等に

ついての明確なルールはない。ま

た、各システム登録データ間の不

整合、登録データの誤謬
ごびゅう

が散見さ

れるのが現状である。 

ストック情報についての管理手

順等が明確にされていない現在、

登録されているデータの誤謬
ごびゅう

、登

録漏れ、削除漏れ等があっても発

見できない状態にある。 

財産のストック管理について、

システム間の登録データの整合

性、登録データの網羅性、正確性

を確保するルールを検討すべきで

ある。 

横浜市、福岡市等においては、公

有財産規則の中で、管理所管課か

ら年度末における財産現在高の報

告を規定している。 

設の整備や管理に関する情報をど

こまでシステムに登録すべきか整

理を検討します。 

また、システム間のデータの整合

性、正確性については、各システム

データの登録に係る手順の見直し

を図れるよう、システム所管課間に

おいて検討を進めます。 

公共施設マネ

ジメント課 

財政課 

契約管財課 

（p.64） 

第２－Ⅲ－２ 

(9) 野球場 

4) 建物改修時の台帳への登録方 

 法 

 

令和２年３月に建物の大規模改

修が行われており、固定資産台帳

には、建物の増加が登録されてい

るが、公有財産台帳には、建物の

面積に変更がないため、新たな資

産登録は、行われておらず、台帳

間で不整合となっている。 

大規模改修があった場合に、固

定資産として資産に計上するか修

繕費等の費用として計上するか、

既存の資産を除却するかなどの処

理について、判断基準やマニュア

ル等が整備されておらず、所管部

署に適切に伝達されていない。 

大規模な改修があった場合、資

産として計上するか否かの判断

は、固定資産等の情報の正確性に

影響するほか、固定資産投資に対

する回収判断や、投資成果の測定

などに影響がある。担当者により

計上判断が相違するおそれもある

ため、市として台帳登録が適切か

つ画一された処理となるように、

対応状況 

 ご指摘の各台帳は、財産管理につ

いての台帳という共通点はありま

すが、それぞれ台帳整備の目的は異

なり、独自に管理してきた経過があ

ります。 

 台帳間のデータの突合について

は新規の取組事項となりますので、

まずは、それぞれの台帳整備の目的

を果たすことを前提とした上で、登

録データの適正性、整合性の確保に

向けて台帳所管課間において、検討

を進めます。 

 また、資産の計上に係る基準やマ

ニュアルについては、その整備を検

討します。 
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判断基準やマニュアル等を整備

し、所管部署に周知することが望

ましい。 

公共施設マネ

ジメント課 

財政課 

契約管財課 

（p.67） 

第２－Ⅲ－２ 

(10) 四賀球場 

2) 建物の台帳登録時期  

 

各台帳や施設カルテの取得年度

の登録情報に相違が確認された。 

・公有財産台帳 

令和２年１月取得 

・固定資産台帳 

令和２年３月末時点で資産登録

なし(旧施設登録残存) 

・施設カルテ 

建築年度が令和元年度と記載 

台帳への登録時期について、マ

ニュアル等が整備されておらず、

所管部署に適切に伝達されていな

い。 

実際の資産取得が令和２年１月

であれば、令和２年３月末の固定

資産台帳において、資産登録が必

要である。 

固定資産台帳の情報は、行政内

部での活用や一般市民へ公開され

る重要な情報である。台帳登録が

遅延すると、台帳と現物資産の照

合が困難となるほか、台帳の情報

を利用した適切な判断を適時に行

うことができないおそれがある。

台帳の登録異動が適時かつ正確に

行われる体制を構築すべきであ

る。 

対応状況 

 毎年度、支出情報に基づき固定資

産台帳を更新してきましたが、台帳

に記載の情報と現物とに齟齬が生

じています。 

そのため、従来の台帳更新手法だ

けではなく、施設所管課が把握して

いる現物の状況を適時に固定資産

台帳に反映できるよう、事務処理方

針の整備を検討します。 

契約管財課 

（p.90,103 

107,132, 

139,144, 

148,166） 

第２－Ⅲ－２ 

＊ 原状回復義務に関する確認 

 

施設の賃貸借契約について、原

状回復義務が定められている。 

契約解除に当たり、原状回復の

確認が必要であるが、次の状況が

確認された。 

・賃貸前の原状について、記録が

保管されていない。 

・賃貸解除時の原状回復の確認に

ついて、口頭で行われ記録が文書

化されていない。 

・賃貸解除時の原状回復の確認に

ついて、契約当事者との合意記録

がない。 

・原状回復義務に関する規程・基

対応状況 

 ご指摘の点を踏まえ、対応につい

て検討し、必要なものについてはマ

ニュアルを作成します。 
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準･マニュアル等が整備されてい

ない。 

賃貸借契約の原状回復義務につ

いての基準や手続を明確にし、記

録を文書化することが望まれる。 

公共施設マネ

ジメント課 

（p.104, 

150,156） 

第２－Ⅲ－２ 

＊ 建物解体の判断基準 

 

施設の処分については、令和２

年度の個別施設計画策定時に検討

し、松本市公共施設庁内マネジメ

ント会議において決定された方針

に沿って除却している。 

しかし、未利用の建物について、

その処分は、解体のほか、転売(無

償譲渡含む)、継続利用など複数の

選択肢があるため、解体の意思決

定前に費用を最小限とするための

再検討を行うとともに、判断根拠

を文書化することが望まれる。 

また、担当者により判断が相違

するおそれがあるため、具体的な

処理手順等を明確にしたマニュア

ル等の整備が望まれる。 

（p.104 の意見。他ページも参照） 

対応状況 

今回のご意見を受け、用途廃止後

の利活用や処分までの流れ等を整

理したマニュアルを作成しました。 

施設の処分に際し、費用を最小限

にするための検証を行っていきま

す。 

契約管財課 

（p.159） 

第２－Ⅲ－２ 

(40) 新村教員住宅 

1) 跡地の管理方法 

 

跡地の管理方法について、市の

所有のものであることを示すため

の看板や連絡先が記載された標識

等は、設置されていない。跡地に

対して管理責任を明確にし、また

リスク管理に対応するため看板等

の設置を義務付ける規定を設ける

べきである。 

対応状況 

 市が所有する土地は非常に多く、

全ての土地を対象とすることは困

難であるため、設置すべき場所の基

準や規定の必要性など今後検討し

ます。 

契約管財課 

（p.163） 

第２－Ⅲ－２ 

(42) 中山考古館 

1) 「松本市財務規則第 209 条」

の運用方法の周知 

 

建物の解体の際は「松本市財務

規則第 209 条」に準拠しなくては

ならない。中山考古館の解体にお

いては、個別施設計画において前

年度までに契約管財課長のヒヤリ

ングを受けていること、また、用

途廃止の起案につき契約管財課長

の承認が行われていることから実

質的に準拠しているといえる。し

措置 

ご指摘の内容を踏まえ、市有財産

の処分の流れについてマニュアル

を作成しました。 

マニュアルについては、保存場所

がわかるよう財産管理のフォルダ

を 1か所にまとめました。 



- 10 - 

 

かし、前掲 209 条に則った事務処

理が明確に行われているとはいえ

ない。これは、現行規定において

どの段階の、どのような行為が「松

本市財務規則第 209 条」に該当す

るのか否かが明確でないことに起

因するものである。事務処理を画

一的かつ客観的に行うためには、

①「松本市財務規則」等において

同規則第 209 条の様式を定める、

②起案用紙上に同規則第 209 条に

よる旨の記載を要求する、③マニ

ュアルやフローチャート等により

第 209 条の位置付けを明らかにす

る等の対応をし、周知することが

望ましい。 

財政課 

（p.209） 

第２－Ⅲ－２ 

(55) 松本市美術館 

3) 建物改修の台帳登録方法 

 

令和４年３月に建物の大規模改

修が行われているが、公有財産台

帳には、建物の面積に変更がない

ため新たな資産登録は行われてい

ない。 

固定資産台帳には、大規模修繕

による支出を登録予定とされてい

るが、市は、令和３年度の資産の

異動を令和４年度末に更新するこ

ととしているため、監査時点で台

帳登録状況が確認できなかった。

また、固定資産として資産に計上

するか修繕費等の費用として計上

するかについて、判断の拠り所と

なる基準やマニュアルが管理所管

部門に周知されていないことか

ら、登録担当者に適切に伝達され

ていない。 

大規模な改修があった場合、そ

の支出が固定資産として計上され

るか否かで、固定資産投資に対す

る回収判断や、投資成果の測定な

どの公共施設マネジメントの判断

に影響がある。 

それぞれの担当者により計上判

断が相違するおそれがあるため、

市として台帳登録が適切かつ画一

的に処理されるよう、判断基準を

明示し登録担当者に周知すること

が望ましい。 

 

対応状況 

固定資産台帳への登録にあたっ

ては、支出の科目、金額及び内容に

ついて判断基準を示し資料収集し

ています。 

しかしながら、資産計上の視点で

施設所管課の担当者への周知が不

足しているとの指摘ですので、改め

て周知方法の見直しを検討します。 
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公共施設マネ

ジメント課 

財政課 

契約管財課 

（p.17） 

第２－Ⅰ－５ 

3) 財産管理関連システムの一元

化 

 

 現行制度における各種の財産管

理関連台帳については、その目的

や構造等において相違点も多くあ

ることから、市には３つの財産管

理関連システムがある。 

そのため土地・建物等資産の増

減その他の異動があった場合に、

それぞれのシステムに異動情報を

登録する必要があり、事務が非効

率で、データ登録の誤謬リスクも

高くなっている。 

したがって、事務をより効率化

し、また、より正確な情報開示と

なるようシステム間連携を含む財

産管理台帳の一元化が望まれる。 

対応状況 

 ご指摘の各システムは、財産管理

についてのシステムという共通点

はありますが、それぞれ整備の目的

は異なり、独自に管理してきた経過

があります。 

システム間連携や財産管理台帳

の一元化については、他市での事例

の有無も確認しつつ研究していき

ます。 

公共施設マネ

ジメント課 

財政課 

契約管財課 

（p.179 

,202） 

第２－Ⅲ－２ 

＊ 施設管理コード等の共通化 

 

 各システムに登録されている施

設等のコード番号、施設名称は、

②５）（178p）に記載のとおり異な

っている。同一物件に複数のコー

ド等を付して管理するのは合理性

に欠けると考える。データ照合、

現物確認を効率的に行うために

は、管理コード、名称は共通にす

ることが望まれる。 

対応状況 

 ご指摘の各システムは、財産管理

についてのシステムという共通点

はありますが、それぞれ整備の目的

は異なり、独自に管理してきた経過

があります。 

 管理コード、名称の共通化につい

ては、システム上実現可能かどうか

を研究し、データの適正性、整合性

の確保と併せて検討していきます。 

公共施設マネ

ジメント課 

契約管財課 

（p.87,103, 

132,157, 

159,224） 

第２－Ⅲ－２ 

４ 未利用財産 

＊ 未利用資産の統括管理 

 

 該当施設について、建物管理を

契約管財課、跡地管理を学校教育

課で行なっているが、現状の管理

方法では、所管各課が個々に管理

しているため、全庁的な視点で施

設の有効活用を思案することがで

きておらず、各所管課が本来業務

を実施しながらそれぞれが活用を

検討する状況では、効果的な財産

管理には繋がらない。 

そのため、本来目的での利用が

行われていない施設、未利用また

は低利用となっている施設を個々

の課で管理するのではなく、資産

全体を全庁的な視点で統括管理す

る部署等の設置を検討することが

対応状況 

今回のご意見を受け、行政施設と

して各課で整備するべき内容と、用

途廃止後の利活用や処分までの流

れ等を整理したマニュアルを両課

共同で作成しました。 

その中で、ご指摘のような部署の

必要性も含め検討します。 
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望まれる。 

（p.87から貼付。他ページも参照） 

公共施設マネ

ジメント課 

契約管財課 

（p.224） 

第２－Ⅲ－４ 

2) 財産活用状況の把握 

 

 市の財産管理において、「活用」

という視点からデータが整理され

ておらず、財産の利用状況、活用

状況を画一的、網羅的に把握でき

ていない。効果的な公共施設マネ

ジメントを行うためには、市の所

有する財産の活用状況を全庁的に

的確、かつ網羅的に把握する体制

を確立すべきである。 

対応状況 

今回のご意見を受け、行政施設と

して各課で整備するべき内容と、用

途廃止後の利活用や処分までの流

れ等を整理したマニュアルを両課

共同で作成しました。 

その中で、両課の役割を明確化

し、体制を整備していきます。 

契約管財課 

（p.124, 

129,138, 

142,147, 

173,176） 

第２－Ⅲ－２ 

＊ 無償譲渡の根拠 

 

建物の解体見込み額と建物の現

存価額を比較して、解体費用が現

存価格を超えていることを無償譲

渡の根拠としている。ここでいう

現存価額は、処分見込価額が適当

であるが、市は固定資産税評価額

を参照しており、次の問題がある。 

ア 経年数が耐用年数を超えても

取得価額（再調達価額）の 20％

が、固定資産税評価額とされ、そ

れ以下とはならない。経過年数

によっては、取得価額の 20％以

下に減額しない評価額を適用す

ることは適当ではない。公会計

システムで管理する減価償却後

の未償却残価又は現実的な処分

見込価額を判断の拠り所とする

のが合理的である。 

イ 譲渡対象建物の売却可能性に

ついての検討が行われていな

い。有償での売却可能性が認め

られない場合は、処分見込価額

を０円として解体経費の経済性

を判断すべきである。 

（p.124 から貼付。他ページも参

照） 

対応状況 

建物の残存価格は、固定資産税評

価額に加え、公会計システムで管理

する減価償却後の未償却残価によ

り判断することとしました。売却可

能性については、今後検討していき

ます。 

文化財課 

（p.20） 

第２－Ⅰ－７ 

1) 市所有文化財施設の管理 

 

 市の所有する多くの文化財等の

維持管理についての規程等は策定

されておらず、専ら施設所管課に

委ねられているのが現状で、市と

して画一的なものがない。 

対応状況 

他市の事例等を研究しながら、そ

れぞれの文化財等が適切に維持管

理されるよう検討してまいります。 
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文化財として指定されたもの及び

これに準ずるものの定義を明確に

し、これらの維持管理についての

規程を定め、画一的な管理を行う

必要がある。 

文化財課 

（p.20） 

第２－Ⅰ－７ 

2) 市所有希少建築物の管理 

 

 松本市文化財保存活用地域計画

の中では、「一度失われてしまった

文化財は、有形・無形を問わず、復

元することは非常に困難です。そ

の価値が認識されないままの文化

財の滅失を少しでも減らすため、

その存在と価値を地域で共有する

ための取り組みを進める必要があ

ります」と示されている。 

市所有の建物の中には、現在は十

分に活用されておらず、将来除却

の方向性の示されているものがあ

り、この中には大正及び昭和初期

に建築された建物で、希少なもの

になりつつあるものも含まれてい

る。除却前にその価値を再検討し、

保存の必要なものについては、適

切な補修等の対策をとるべきであ

る。また、その拠り所となるルー

ルについても規程化するなどの検

討が望まれる。 

対応状況 

歴史ある建物から現況調査を実

施し、適切な対策が行えるよう検討

してまいります。 

 

財政課 

契約管財課 

（p.38,49, 

54,67,70, 

90） 

第２－Ⅲ－２ 

＊ 公有財産台帳、固定資産台帳

等への登録誤り 

 

 建物附属設備として登録すべき

次の電気設備工事が、建物として

固定資産台帳に登録されている。 

固定資産台帳登録情報は、行政内

部での活用及び市民への公開が行

われる重要な情報であることか

ら、正確な登録を行い、正しい状

態を維持することが必要である。 

（p.38から貼付。他ページも参照） 

対応状況 

 予算の執行情報に基づく情報を

固定資産台帳に反映する作業は、業

務委託により対応していますが、成

果品の精査を図ります。 

公共施設マネ

ジメント課 

（p.54） 

第２－Ⅲ－２ 

(6) 市役所本庁舎 

4) 施設カルテへの登録漏れ 

 

 施設カルテの歳入に関して、来

庁者駐車場歳入に関する情報は、

施設カルテへの登録が必要である

が、その登録が漏れていた。この

情報の施設マネジメントへの活用

対応状況 

 ご指摘のとおり、施設カルテの登

録内容について、登録漏れが一部み

られました。 

 登録内容の入力は、施設を管理す

る担当者に依頼して行っています

が、統一基準で入力するための課題

を整理して、正確な情報を提供でき

る仕組みを整備します。 
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や市民への公開のためには、情報

の適正性を確保する必要がある。

登録情報の正確性を確保する仕組

みを早急に構築すべきである。 

商工課 

（p.58） 

第２－Ⅲ－２ 

(7) 松本城大手門駐車場 

3) 土地補償料の台帳登録 

 

 土地取得に関連して補償料 178

百万円が支払われている。 

市作成の｢固定資産台帳更新に

必要な資料提供の作業手順｣にお

いて、補償金の支払が固定資産台

帳の作成のために必要な書類とし

て例示されているが、固定資産台

帳に補償金が登録されていない。

補償金支払に関する台帳登録や会

計処理が明確でなく固定資産とし

て計上するかどうか判断する基準

が明確でない。 

補償金は多額になることがあ

り、規程等で会計処理や台帳登録

の要否や計上方法を明確にすべき

である。 

対応状況 

現状、「公有財産台帳」、「固定資産

台帳」「施設カルテ」それぞれに登録

されているデータの相違がありま

すが、その網羅性や正確性を確保す

るルール等について上記台帳の所

管課が検討し、資産計上に係るマニ

ュアル整備の結果に合わせ、必要な

情報を登録します。 

消防防災課 

（p.70,75） 

第２－Ⅲ－２ 

(11) 反町水防器具置場 

(13) 取出水防器具置場 

＊ 水防器具置場から消防器具置

場への名称変更 

 

 反町水防器具置場は消防器具置

場であることから、名称を水防器

具置場から消防器具置場に変更す

べきである。 

（p.70 から貼付。p.75 も参照） 

対応状況 

 現在の利用状況と名称が異なる

ことから、水防器具置場から消防器

具置場へ名称を変更します。 

消防防災課 

（p.72） 

第２－Ⅲ－２ 

(12) 藤池水防器具置場 

1) 公有財産台帳登録情報の削除

漏れ 

 

 建物については、建物解体撤去

工事は令和４年３月 10 日に完了

しているが、公有財産台帳（建物

台帳）には登録されたままである。

令和３年度に抹消しておくべきで

ある。公有財産台帳登録情報は、

施設管理を行う際に基礎となるほ

か、市の決算情報として開示され

る重要なものであることから、財

産の実態が適正に登録される必要

がある。登録情報が適時に削除さ

対応状況 

 建物解体撤去工事を行う担当と

財産管理を行う担当が異なってい

たことが、公有財産台帳登録情報の

削除漏れの原因である。今後は、担

当を統一して登録情報の正確性を

確保する体制を構築します。 
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れなかった原因を調査し、登録情

報の正確性を確保する体制を速や

かに構築すべきである。 

消防防災課 

（p.77,80） 

第２－Ⅲ－２ 

(14) 梓川第１水防倉庫 

(15) 16 区消防車庫 

＊ 公有財産台帳及び固定資産台

帳の登録漏れ 

 

 土地については、登記（所有者

旧梓川村）はされているが、公有

財産台帳（土地台帳）データ及び

固定資産台帳（土地）に登録がな

い。公有財産台帳及び固定資産台

帳は、施設管理を行う際に基礎と

なるデータとなることから、登録

漏れ又は登録誤りがないよう確認

するとともに、施設の現況から公

有財産台帳及び固定資産台帳の登

録情報を定期的に照合すること等

をルール化すべきである。 

（p.77 から貼付。p.80 も参照） 

対応状況 

 公有財産台帳及び固定資産台帳

の登録情報を定期的に確認すると

ともに、整合性を図ります。 

学校教育課 

（p.112） 

第２－Ⅲ－２ 

(25) 旧五常小学校 

3) 公有財産台帳及び固定資産台

帳の登録漏れ 

 

 施設の敷地内で確認されたプー

ル、体育館、倉庫２棟、飼育小屋、

温室、縄文小屋が、公有財産台帳

及び固定資産台帳に、また、グラ

ウンドにある遊具の固定資産台帳

登録もない状況であった。そのほ

か、学校敷地内で確認された公衆

トイレについて、その管理主体が

不明確で、市所有のものであるか

どうかも分からない状態で放置さ

れている。財産管理が適切に行わ

れているとはいえない。財産登録

を漏れなく行う取り組みを早急に

行うべきである。 

対応状況 

公有財産台帳や固定資産台帳に

登録されていないものについては、

現場確認の上、登録事務を進めてい

きます。 

なお、公衆トイレは、学校敷地内

に存在するものの所有が不明であ

るため、関係者等に聞き取りを行

い、まずは所有を確定させる事務を

進めていきます。 

観光プロモー

ション課 

（p.96） 

第２－Ⅲ－２ 

(20) 松茸山荘別館東山館  

1) 固定資産台帳及び公有財産台

帳の所管誤り 

 

 自己所有の土地 4,898.00 ㎡に

ついて、施設カルテ上の所管は観

光プロモーション課、固定資産台

帳上の所管はゆうきの里づくり

課、公有財産台帳上の所管は森林

対応状況 

当該建物及び土地の所管は観光

プロモーション課であるため、固定

資産台帳及び公有財産台帳の所管

変更に向けて、関係各課と協議を進

めています。 
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環境課となっていて整合していな

い。 

所管を整理し、公有財産の取得、

現物管理、用途変更、用途廃止等

の管理責任を明確化する必要があ

る。また、固定資産台帳は公表さ

れている資料であり市民への情報

公開としては適切といえない。こ

のような状態になった経緯を調査

し、正しい情報登録に努める必要

がある。 

文化振興課 

（p.107） 

第２－Ⅲ－２ 

(24) 旧幸町保育園  

2) 土地登記と台帳の相違 

 

 土地について、登記情報と台帳

に次の相違が確認された。 

（表省略） 

台帳と登記情報の確認を定期的

に行い、台帳の正確性を担保する

とともに、資産保全を確実にする

必要がある。 

対応状況 

 台帳と登記情報の相違点につい

て、整合性を図ります。 

こども育成課 

（p.135） 

第２－Ⅲ－２ 

(33) 波田放課後児童クラブ 

1) 土地登記と台帳の相違 

 

 波田 4987 の土地について、下記

不整合が確認された。 

（表省） 

登記情報と台帳登録情報を確認

し、台帳登録情報を正確なものに

する必要がある。 

措置 

公共用地課及び契約管財課に確

認のうえ、令和５年度に台帳登録情

報を登記情報に合わせて修正しま

した。 

博物館 

（p.120） 

第２－Ⅲ－２ 

(27) 旧錦部小学校 

1) 行政財産、普通財産の区分 

 

 当施設は、公有財産台帳上の財

産分類は普通財産とされている。

旧錦部小学校が閉校し、小学校と

しての機能がなくなった時点で用

途廃止とされ普通財産になった。

その後、博物館が収蔵品の保管場

所に苦慮していたことから当面の

間、旧錦部小学校に保管すること

となったため、普通財産のままと

なっている。利用の実態は、市の

事業に利用している行政財産であ

るが、種類替えは行われていない。 

財産分類は、市の歳入歳出決算

書や地方公会計制度に基づく財務

諸表等の中で公表される重要な情

対応状況 

旧錦部小学校は、文化財等の倉庫

として活用するため令和３年度に

所管替を行いました。今後、分散す

る合併５地区及び松本市立博物館

の資料を整理し旧錦部小学校に統

合・保管する予定となっています。 

 適切な時期に建物の除却を検討

するまでの間は市の事業（資料保

管）に利用する予定であるため、関

係課と協議・調整の上、現在の財産

分類（普通財産）から行政財産への

種類替を検討します。 
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報であることから、財産分類の種

類替の時期等を客観的、画一的に

判断できるよう規程等を整備し、

職員に周知すべきである。 

農政課 

（p.150） 

第２－Ⅲ－２ 

(37)  農業生活改善施設（中川） 

1) 建物解体の台帳除却登録 

 

 令和４年３月に建物を解体して

いるが、台帳に建物登録が残って

おり、除却処理が適時に行われて

いない。解体があった場合に台帳

から除却処理を行う時期につい

て、基準やマニュアルが担当部門

に周知されておらず、適切に必要

な処理が行われていない。 

固定資産台帳の情報は、行政内

部での活用や一般市民へ公開され

る重要な情報である。台帳登録情

報の正確性を確保する体制を構築

すべきである。 

措置 

指摘を受けた施設は、令和５年３

月に台帳から削除しました。 

今後、このような事案があった場

合は、適切な時期に処理を行うよ

う、課内の確認体制を構築します。 

公共用地課 

（p.181） 

第２－Ⅲ－２ 

(48)  西堀町公衆便所 

1) 建物解体の台帳除却登録 

 

 平成 31 年２月に建物を解体し

ているが、令和３年４月まで台帳

に登録が残っており、除却処理が

適時に行われていない。 

公有財産台帳登録情報は、施設

管理を行う際に基礎となるほか、

市の決算情報として開示される重

要なものであることから、財産の

実態が適正に登録される必要があ

る。登録情報が適時に削除されな

かった原因を調査し、登録情報の

正確性を確保する体制を速やかに

構築すべきである。 

措置 

 年度当初に、所管する不動産の使

用状況を及び台帳登録の内容を照

合し、未処理の財産がないことを確

認しました。 

安曇支所 

（p.38） 

第２－Ⅲ－２ 

(2) 安曇支所 

3) 施設の維持管理 

 

 個別施設計画では、当面は劣化

が進む箇所を計画的に改修し、適

切な維持管理を行うという方針の

下で「維持」という決定がされて

いる。庁舎の現況視察を行ったと

ころ、故障で利用できないエリア

や、崩落する可能性があるとして

立ち入り禁止とされているエリア

が確認された。 

対応状況 

令和４年度中に緊急で修繕が必

要な個所について関係部署との協

議の上、修繕を実施しました。             

 また、適切な維持管理を行うた

め、改修が必要な箇所についての優

先順位を検討し、今後５年間の施設

修繕計画を策定しました。 

 今後は、策定した施設修繕計画を

基本に庁内関係部署と協議を行い

ながら、来庁者が安心して利用でき

るよう施設の維持管理に努めます。 
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多くの利用者が出入りする場所

であるため、利用者の安全管理を

考慮し早急な改善が望まれる。 

波田支所 

（p.48） 

第２－Ⅲ－２ 

(5) 波田支所 

1) 施設の維持管理 

 

 個別施設計画では、当面は劣化

が進む箇所を計画的に改修し、適

切な維持管理を行うという方針の

下で「維持」という決定がされて

いる。 

庁舎外側の現況視察を行ったと

ころ、建物に貼付されているタイ

ルが腐食により落下する可能性が

あるとして立ち入り禁止とされて

いるエリアが確認された。該当の

場所は、上高地線沿いの庁舎裏側

と庁舎正面玄関前である。補修予

算の確保が困難であることから立

ち入り規制をし、当面の対応処置

とされている。 

特に、庁舎正面玄関前について

は、注意書きをしているとはいえ、

多くの利用者が頻繁に出入りする

場所である。利用者の安全管理を 

考慮すると早急な改善が必要であ

る。 

対応状況 

 令和５年度予算において、利用者

の出入りに際し、特に危険度が高い

箇所について、外壁改修工事が実施

される予定です。 

 今後は、公共施設マネジメント課

で作成した中長期保全計画に基づ

き、庁内関係部署と協議を行いなが

ら、順次外壁改修を進め、来庁者が

安心・安全に利用できる施設の維持

管理に努めます。 

消防防災課 

（p.77） 

第２－Ⅲ－２ 

(14) 梓川第１水防倉庫 

2) 施設更新の必要性 

 

 梓川第１水防倉庫は、昭和 30年

(1955 年)に設置され 66 年経過し

ている。木造であり、梓川堤防上

に在って風雨にさらされている。

現場視察時には損傷個所もあり著

しく老朽化が進んでいると見受け

られた。 

松本市公共施設再配置計画（類

型別再配置計画）では、更新時に

必要性を検討するとしている。梓

川第１水防倉庫から梓川第４水防

倉庫までの４箇所の設置の必要性

及び堤防上にあることの利便性ま

たは危険性等を検討することが望

まれる。 

対応状況 

 老朽化している水防倉庫が多い

ことから、水防倉庫の必要性や水防

活動の利便性等について検討して

いきます。 

アルプス 

リゾート 

整備本部 

（p.83） 

第２－Ⅲ－２ 

(16) 木曽路原山荘 

2) 老朽化した未使用建物の処分 

 等 

対応状況 

「持続可能な奈川地区推進協議

会」の議論の中で、今後の奈川地区

の在り方が整理、策定される予定で

す。その内容を反映し、周辺の観光
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 市有財産賃貸借契約書では、貸

付物件の建物は管理棟、宿泊棟、

浴室棟の 3棟で、運営者（借受人）

に維持管理を委ねている。公有財

産台帳、固定資産台帳及び施設カ

ルテには、貸付物件の建物以外に

詰所、重機・マイクロバス車庫、管

理人棟の３棟が登録されている

が、現地調査において、その３棟

は老朽化が激しく使用しておら

ず、放置された状態となっている。

無断使用や鳥獣被害を防止するた

めにも、詰所、車庫及び管理人棟

については、解体を含め対応策を

検討すべきである。 

施設を再整備するため、解体を含め

た対応策を検討し、優先順位を含め

た計画を協議します。 

 今後は、訪問者が快適で安心して

利用できるよう、施設の維持管理に

努めます。 

観光プロモー

ション課 

（p.94） 

第２－Ⅲ－２ 

(19) 旧松本市国民宿舎レイクサ

イド美鈴 

2) 改築事業投資の活用状況の振

返り 

 

 平成元年度から平成２年度にか

け総額約６億円を投じ、改築事業

が実施されている。改築から約 20

年後の営業を停止した平成 20 年

度末における当施設の簿価は、

358,377千円であり、投資総額の約

58％が未償却残高であった。 

令和３年度末の未償却残高は

186,667千円であり、令和３年度末

に 建 物 を 除 却 し た と す れ ば

186,667 千円の建物除却損が計上

されることとなる(地方公会計に

おける処理)。 

建物耐用年数(47年)の中半で事

業休止となり活用されてこなかっ

た状況を振返り、事業費支出の効

果、財源の活用の有効性について

検証し、その結果を将来の事業投

資に役立てるほか、未利用資産の

活用についての意識の高揚が望ま

れる。 

対応状況 

 建物解体を含む今後の施設活用

の検討を進める際に、過去の事業効

果や活用状況の検証もあわせて行

います。 

観光プロモー

ション課 

（p.96） 

第２－Ⅲ－２ 

(20) 松茸山荘別館東山館  

2) 貸付料の妥当性 

 

 松本市所有の普通財産の貸付料

は、「松本市財産貸付事務取扱要

領」に基づき、土地の固定資産税

課税標準相当額及び建物の固定資

対応状況 

 松茸山荘別館東山館の建物及び

土地については、四賀むらづくり㈱

を借受人とした市有財産賃貸借契

約（令和３年７月１日～令和６年６

月３０日、多目的研修ふれあいセン

ター建物及び土地、松茸山荘駐車場

部分の土地含む。）を締結している。

このため、次期契約更新に向けて、
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産評価額に各々定められた率を乗

じて決定している。松茸山荘別館

東山館に対する貸付料は、松本市

が旧四賀村と合併した際に、旧四

賀村と賃借人との契約を継承した

こと、また、平成 20年６月に貸付

料の妥当性判断のため複数の不動

産鑑定士に不動産鑑定による適切

な貸付料についての意見を求めた

結果を参照し、「松本市財産貸付事

務取扱要領」に基づく貸付料を適

用していない。 

しかし、現在、契約上の貸付料

（「３）収支等の状況」参照）は、

「松本市財産貸付事務取扱要領」

に基づくあるべき貸付料 7,929 千

円に比べ低廉となっている。旧四

賀村の合併に伴い引き継いだ施設

という経緯はあるが、同施設目的

等を勘案し、貸付料の妥当性につ

いて再確認することが望ましい。 

建物の貸付料の妥当性を再度検証

するとともに、四賀むらづくり㈱と

協議を進めます。 

観光プロモー

ション課 

（p.100） 

第２－Ⅲ－２ 

(22) 穴沢温泉保養センター松茸

山荘 

2) 解体後の土地の処分 

 

 穴沢温泉保養センター松茸山荘

（本館）は令和４年度に解体され

ている。駐車場は、現在隣接する

多目的研修ふれあいセンター及び

松茸山荘別館東山館の運営事業者

に貸し付けられている。その在り

方の検討の結果、処分の方向性が

示された場合は、処分価額が想定

よりも低い価額であったとして

も、毎年の維持管理に係る行政コ

ストの削減、処分による資金の回

収と物件取得者から得られるその

後の固定資産税徴収による収入を

考慮すると、処分価額の多寡にと

らわれることなく、総合的に判断

し、積極的に処分していくことが

望ましい。 

対応状況 

 土地の一部（駐車場部分）は松茸

山荘別館東山館及び四賀多目的研

修ふれあいセンターの借受人であ

る四賀むらづくり㈱に貸し付けて

いるため、借受人の意向を確認しつ

つ、行政コストや予想される収入等

を総合的に勘案し、処分も含めた在

り方の検討を進めます。 

総合戦略室 

（p.113） 

第２－Ⅲ－２ 

(25) 旧五常小学校 

7) 貸付価額の設定 

 

 貸付物件の年間貸付料は、「松本

市財務規則第 188 条で定める額を

基準としますが、事業者の提案に

よる借受希望価格をもって、随意

対応状況 

旧五常小学校は、平成２５年の閉

校後、利用されていない施設となっ

ていました。しかし、令和２年度に、

複数の事業者から活用希望があっ

たことから、地域住民や子どもたち

との交流促進など、四賀地区の活性

化につながる事業展開を期待して、

プロポーザル方式により借受希望
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契約を締結します」と説明されて

いる。今回は、プロポーザル方式

により借受希望価格を含めた企画

提案を募集しており、プロポーザ

ルの審査は、庁内委員及び四賀地

区から選出された委員により組織

された審査委員会が行って、提案

事業と同種又は類似事業の実績、

運営能力、提案内容の採算性やク

オリティなどとともに借受希望価

格を審査項目の一つとして審査を

実施した。しかし、施設管理に係

る人件費及び減価償却費を含める

貸付施設に係る行政コストは、年

間約 9,000 千円である一方、貸付

料は年間 500 千円とかなりの低価

額となっている。借用学校法人の

授業料は、年間 1,272 千円であり、

令和３年度の長野県内私立小学校

の平均年間授業料約 416 千円に比

べ高水準にある。行政コスト、借

用人の財務状況等を考慮し、賃料

の適正化に努めることが必要であ

る。 

価格を含めて企画提案を募集した

ものです。 

現在、借受人とは、令和４年４月

１日から令和９年３月３１日まで

の５年間を貸付期間とする市有財

産賃貸借契約を締結しており、当該

契約に係る契約書第５条では貸付

料を年額５０万円としています。 

本契約書第４条第２項には、貸付

期間が満了する日の６月前までに

借受人から書面による申し出があ

った場合、貸付期間は更新すること

ができる旨が規定されている一方、

貸付料の改定等については規定が

ないことから、本契約が更新される

場合には、他の事業者による活用の

可能性、借受人の財務状況等を考慮

し、貸付料の改定が可能であるか、

相手方と協議をすることとします。 

 

契約管財課 

（p.138, 

143,148, 

176） 

第２－Ⅲ－２ 

(34) 取出地区多目的集会施設 

(35) 赤怒田多目的集会施設 

(36) 奈川高齢者活動拠点施設 

(46) 古宿集会施設 

＊ 土地の譲渡 

 

当施設の底地については、同町

会が建物譲渡時に譲受の意向がな

いものとして、継続して使用貸借

されている。同施設が公民館とし

て使用されている間は、土地の返

還は現実的ではなく、市が別途活

用することは出来ない状態にあ

る。機会収益、維持管理コスト情

報を整理し、市所有の継続が必要

か否かの検討が望まれる。 

（p.138 から貼付。他ページも参

照） 

対応状況 

 これらの施設にかかる土地の今

後の利用については、ご指摘のとお

りであり、今後検討すべき課題で

す。 

 しかし、市民の財産である土地

は、建物と違い価値がなくなること

はないため、無償譲渡においては、

管理コストの根拠など慎重に検討

する必要があり、時間を要すると考

えます。 

環境業務課 

（p.170） 

第２－Ⅲ－２ 

(44) 松本市エコトピア山田 

3) 借用地の取得等 

 

 借用地の面積は僅かであるが、

再整備計画により埋立完了が令和

25 年度まで伸長されることから、

今後 22 年間毎年 458 千円の賃借

対応状況 

 市有化する必要があると考えま

す。 

 これまでも、市有化に向けた取り

組みは行ってきましたが、２９名の

共有地で相続されていない権利者

が多数いることや所有者の了解が

得られないため、市有化に至ってい

ません。 
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料を地権者に支払うことになり、

契約満了時までの支払見込額は、

総額約 10,076 千円程度になる。借

用地のほとんどが山林であること

を鑑みると早期の市有地化に向け

取り組みをすることが望まれる。 

 令和５年度以降も、所有者からの

了解が得られるよう、市有化に向け

た交渉を継続します。 

 

環境業務課 

（p.170） 

第２－Ⅲ－２ 

(44) 松本市エコトピア山田 

4) 未償却残価のある建物の撤去 

 

 耐用年数期間が満了せずに撤去

された建物が複数棟ある。耐用年

数を残し撤去することは、想定さ

れる使用期間を満たさず当該資産

を廃棄したことになる。 

施設を売却または除却等すると

きは、当施設の未償却残高の有無、

その金額を意識し、計画の合理性

を検討することが有用と考える。 

措置 

 個々の施設の耐用年数は当然あ

るものの、廃棄物最終処分場の処理

フローの一部として各施設が機能

しているものです。 

 今回の建物の撤去は、エコトピア

山田再整備事業の一環として再整

備全体基本計画に基づいて行った

ものであり、全体基本計画策定の段

階で計画の合理性については検討

しています。 

 

博物館 

（p.217） 

第２－Ⅲ－２ 

(56) 松本市基幹博物館 

3) 指定管理者の自主事業の成果

配分 

 

 松本市立博物館指定管理者の募

集を行っている。 

松本市立博物館指定管理者募集

要項に基づき、指定管理者が決定

され、今後、指定管理業務の詳細

については協定及び仕様書に定め

ることになっている。 

指定管理業務は指定管理料によ

り実施され（委託料方式）、自主事

業はミュージアムショップ、カフ

ェの利益等を原資として他の賑わ

い創出事業の実施を賄うことを予

定している。募集要項では、自主

事業の利益の取扱いが定められて

おらず、自主事業から収支計画を

超えて多額の利益が発生した場合

には指定管理者の利益となる。協

定及び仕様書には、多額の利益が

発生した場合に一定のインセンテ

ィブを除いて次年度以降の他の賑

わい創出事業等の実施に充当する

ように取り決めておくことなどが

望まれる。 

なお、同様な内容は特別展の管

理運営における委託者にも当ては

まることから留意する必要があ

る。 

対応状況 

 今回の協定及び仕様書について

は、指定管理者の自主努力を引き出

すため、自主事業の利益の取扱いを

定めてはいません。しかし、２年半

の業務委託期間中の収支状況を注

視し、多額の利益が発生した場合に

ついては、その後の協定及び仕様書

で、利益の取扱いを検討します。 
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四賀支所 

（p.42） 

第２－Ⅲ－２ 

(3) 四賀支所 

3) 施設の有効活用 

 

 四賀支所は、平成 17 年４月に旧

四賀村が松本市と合併したことに

より支所機能を担うことになった

ことから、支所として必要面積以

上の施設となっており、会議室の

数も多い。行政財産として認めら

れる範囲内での会議室等の使用を

許可しているが、四賀支所の会議

室の全部又は一部を条例変更して

地区公民館とするなど、施設設備

の改修と併せ、より有効活用でき

るための施策を早急に検討するこ

とが望ましい。 

現在、四賀地区には公民館条例

に基づく四賀公民館の設置はある

が、四賀支所１階の事務室の公民

館担当と公民館図書室のみであ

り、市民の使用に供する会議室等

はない。 

対応状況 

 今年度から支所施設のあり方に

ついて、内部で検討を始めました。

所管換えも含めて、検討、調整して

まいります。 

学校教育課 

（p.118） 

第２－Ⅲ－２ 

(26) 浅間荘 

5) 施設の有効活用 

 

 当施設の最近の入居状況は著し

く低く、その収入は、減価償却費

を含む行政コストが過去５年平均

で 440 万円程度かかっている中

で、それを回収できない状況にあ

る。賃料は近隣の民間アパートに

比べ低水準にあることから、賃料

の見直しと空室の解消に向け、よ

り一層の対応が望まれる。また、

空室解消の一つとして実施されて

いる移住者専用の一時利用施設と

しての利用については、松本市の

ホームページに記載されているた

め情報公開はされているものの、

もう一つの利用促進方法としての

教職員以外の居住については、ホ

ームページ等で情報を検索するこ

とができない状態であった。情報

公開の方法を改めて検討すること

が望まれる。その他、資産の活用

に関する役割分担について、どの

部署が活用のアイデアを考案し、

どの部署が実行していくのか明確

な線引きがない状態であった。企

対応状況 

賃料の見直しについては、算定根

拠を明確にした上で、現在の金額が

現状に合っていない場合は、見直し

を検討していきたいと考えていま

す。 

教職員以外の入居に関する情報

公開については、関係各課と調整

し、市民の方が分かりやすいホーム

ページ運営に努めてまいります。 
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画提案と実行部署を明確にした効

果的かつ効率的な運用基盤の構築

を検討することが望まれる。 

契約管財課 

（p.206） 

第２－Ⅲ－２ 

(54) 旧入山分校 

3) 施設の有効活用 

 

 当施設の立地が、車道から乖離

し、車が乗り入れることのできな

い山間部にあること、また、築後

約 90 年の老朽化しているもので

あることから、建物は、財産的な

評価は低いものと思われる。解体

撤去するには相当の支出も見込ま

れる。 

この施設は、旧奈川村が市との

合併前にトイレの改修工事を行っ

ているが、校舎部材の多くは昭和

初期のものであり、今となっては

希少なものとなっている。 

通常の維持管理に係る行政コス

トを考慮すると、土地建物を一体

として売却または無償譲渡するこ

とができれば、市の財政支出を低

減することができる。したがって、

当施設のような未利用施設につい

ては、その活用を管理の所管部署

に任せるのではなく市として再検

討すべきである。 

対応状況 

用途廃止後の施設の取扱いにつ

いて、公共施設マネジメント課と契

約管財課の役割を明確にした上で、

協力しながら全庁的に対応するこ

ととしました。 

旧入山分校の譲渡等については、

ご指摘の点も踏まえ再検討します。 

観光プロモー

ション課 

（p.93） 

第２－Ⅲ－２ 

(19) 旧松本市国民宿舎レイクサ

イド美鈴 

1) 施設活用策の検討 

 

 旧松本市国民宿舎レイクサイド

美鈴は、営業休止中であり、個別

施設計画では「地元との調整を行

い、特に利用方法がなければ築後

40 年（令和 12 年）を目途に除却す

る。」としている。 

所管課では、建物は営業休止後

14年が経過しており電気回線及び

浄化槽が機能しないことから、建

物を再稼働するには、数千万円程

度の設備投資が必要であるとし

て、設備投資をして築後 40 年まで

８年間にわたり再稼働させること

は採算に合わないと判断した経緯

がある。 

一方、現地調査によって、土地は

美鈴湖の湖畔にある優れた立地で

対応状況 

 松本市美ケ原再生計画を策定し、

美鈴湖についてもアウトドア拠点

として位置づけ、民間活力による更

なる活性化を図ることとしていま

す。 

 国定公園に相応しい景観を保つ

ため、建物の解体を含め、地域と一

体となった活用方法を今後検討し

ます。 
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あり、美鈴湖にはワカサギ釣り等

を楽しむ人が来ており、近隣には

自転車競技場もあることを確認し

た。個別施設計画による「築後 40

年を目途に除却する」を待たずに、

建物の解体を含む施設の活用を検

討し、観光振興に資することが望

まれる。 

観光プロモー

ション課 

（p.154） 

第２－Ⅲ－２ 

(38) 波田観光案内所 

2) 未利用市有地の利用又は売払

いの推進 

 

 波田観光案内所は、建物が解体

され更地となっている。しかし、

波田観光案内所跡地は道路までの

間に松本市パークアンドライド駐

車場があることから、未接道土地

となり、そのまま売払うことは難

しい。売払うためには松本市パー

クアンドライド駐車場内に道路を

設けることになる。また、松本市

パークアンドライド駐車場に編入

することは、駐車場が現状の設定

台数で十分であることから難しい

状況にある。 

跡地は、未利用状態でも維持管

理に係る行政コストの発生が継続

する。新島々駅前に立地している

ことを考えると、早急に活用方法

を検討することが望まれる。 

対応状況 

 今後の松本市パークアンドライ

ド駐車場の利用状況を注視しつつ、

関係課も含めて、有効な活用策を検

討していきます。 

住宅課 

（p.185） 

第２－Ⅲ－２ 

(49)  錦部市営住宅 

2) 解体後の未利用市有地の管理 

 

 錦部市営住宅は、松本市公営住

宅等長寿命化計画では 12 戸を用

途廃止としており、12戸のうち、

解体済みは４戸であることから、

無断使用や鳥獣被害を防止するた

めにも早期に解体することが望ま

れる。 

解体後に、未利用市有地活用４

原則による手続きを進めて、土地

の利用方法を探り、利用方法が見

つからなければ、未利用市有地と

して管理することにならざるを得

ないと思われる。 

なお、松本市公営住宅等長寿命

化計画で個別改善対象の４戸は、

住宅施設として管理され入居者を

対応状況 

 長寿命化計画で用途廃止対象と

している 12 戸のうち残りの８戸に

ついては令和６年度に解体する予

定です。 

 個別改善対象の４戸については、

「松本市公営住宅等長寿命化計画」

の次期（令和５年度～令和６年度予

定）見直しの際、ご指摘いただいた

内容を参考に検討します。 
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常時募集しているが、令和 18年度

までには用途廃止となる予定であ

る。現地調査の際に、外観では用

途廃止対象の 12 戸とほとんど変

わらないように見えた。当該４戸

は、建設年度が他の 12 戸より４年

程度新しいとはいえ 39 年経過し

ていることから、市営住宅等団地

別・住棟別評価を見直して再評価

することが望まれる。 

住宅課 

（p.189 

,198） 

第２－Ⅲ－２ 

(50)  中原市営住宅 

(52) 会田市営住宅 

2) 施設解体後の土地の早期活用 

 

 中原市営住宅は、松本市公営住

宅等長寿命化計画により 15 戸が

解体対象となっている。このうち

11 戸が解体済みであり、未解体住

宅４戸のうち３戸が退去済み、１

戸が退去予定である。居住者が退

去した後には、未利用市有地活用

４原則による手続きを経て、速や

かに売払いを行い財政収入に資す

ることが望まれる。 

（p.189 から貼付。P.198 も参照） 

対応状況 

長寿命化計画で用途廃止対象と

している中原市営住宅 15 戸のうち

残りの４戸については、移転完了し

ており、令和６年度に解体する予定

です。 

 解体後は、現況を調査するととも

に未利用市有地活用4原則による手

続きを進めるものです。 

住宅課 

（p.195） 

第２－Ⅲ－２ 

(51)  寿市営住宅 

2) 未利用市有地の早期活用 

 

 寿市営住宅は、松本市公営住宅

等長寿命化計画により、101 棟 692

戸が団地別・住棟別評価の事業手

法及び事業方法の決定がなされ、

そのうち 21 棟 118 戸が用途廃止

となっている。現地視察の対象と

した住宅では入居者が退去済みで

あったが、用途廃止の対象である

住宅が入居中であるときには、立

ち退きの交渉を行い居住者が立ち

退いた後には、未利用市有地活用

４原則に基づく、公用等利用又は

売却、除却手続等を推進すること

になる。 

寿市営住宅の１丁目及び８丁目

では、令和４年６月に国土交通省

「公営住宅に係る PPP/PFI 導入推

進事業」における提案者が採択さ

れ、新規居住者向け住宅及び機能

導入のための住宅集約化・余剰地

活用等の事業提案を受けている

対応状況 

 長寿命化計画で用途廃止対象と

している寿市営住宅（１丁目）94 戸

については令和元年～２年度に解

体、寿市営住宅（３丁目）24 戸につ

いては令和３～４年度に解体が完

了しました。 

 寿市営住宅（１丁目）及び（８丁

目）の PFI 導入推進事業を検討する

にあたり、ご指摘いただいた内容を

参考にします。 
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が、３丁目にも用途廃止を迎えた

住宅があり、事業を進める際には

一体的な事業運営の検討が望まし

い。 

四賀支所 

（p.42） 

第２－Ⅲ－２ 

(3) 四賀支所 

4) 賃貸借契約書の再締結 

 

 市との合併前に庁舎施設の賃貸

について締結された契約書の記載

事項は、使用目的、一時金、家賃、

家賃支払い日のみであり、それ以

外は賃貸人と賃借人が協議するこ

ととなっている。 

貸付期間、貸付料の改定、遅延損

害金、使用上の制限、実地調査、原

状回復義務等も記載した市所定の

市有財産賃貸借契約書と同様の条

項が記載された契約書による更新

契約を締結することが望ましい。 

対応状況 

 合併前に締結した契約の経緯も

あるので、相手方と相談し、見直し

ができるよう慎重に協議していき

たいと思います。 

奈川支所 

（p.45） 

第２－Ⅲ－２ 

(4) 奈川支所 

2) 所管部署の登録 

 

 奈川支所は市所有の土地に建築

されているが、各台帳において、

奈川公民館（奈川文化センター夢

の森）に含まれて登録されている

ため、奈川支所としての土地情報

の登録はない。 

したがって、奈川支所の底地（土

地）の所管は、現在、奈川公民館所

管部署となっている。実際に固定

資産を利用する部門で登録されて

いないと、資産を適切に管理がで

きないおそれがある。また、管理

責任があいまいになり、固定資産

の利用効率や投資効率を適切に測

定できないおそれもある。 

建物の底地（土地）の管理所管部

署の登録について、建物の管理所

管課と同じくすることを検討する

ことが望まれる。 

対応状況 

 建築当時の経緯もあるので、土地

の管理所管課における登録につい

て庁内関係部署と協議・検討しなが

ら、適切な維持管理に努めます。 

商工課 

（p.57） 

第２－Ⅲ－２ 

(7) 松本城大手門駐車場 

2) 旧地権者に対する行政財産使

用料減免措置の範囲 

 

 駐車場建物の店舗に関する賃貸

（行政財産使用許可）について、

駐車場建設前の地権者に対して当

対応状況 

松本城大手門駐車場において、建

設前の地権者として許可している

店舗使用料の減免については、以下

の方向で検討します。 

① 減免を継続する場合 

⑴ 経営形態の変更 

 （代表者の変更等） 

⑵ 事業形態の変更 
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時の営業権の評価及び建設に協力

した見返りとして、行政財産使用

料を減免しているが、事業が承継

された場合について、承継者に対

する使用料減免措置の適用につい

ての規定がない。 

個人の場合の相続（本件におい

て個人に対する減免措置はない。）

や法人の場合の合併については、

財産的権利は包括的に承継され

る。包括承継に限らず事業の承継

があった場合、承継者にも減免措

置を適用されるのか明確でない。 

減免を受ける権利は財産権に相

当するのか、包括承継があった場

合のほか、事業譲渡があった場合

等にどこまで減免措置を認めるの

か或いは一切認めないのか、店舗

施設使用者との間で明確にし、事

前にトラブルの防止を図っておく

ことが望まれる。 

   （業種の変更等） 

 

② 減免を継続しない場合 

 ⑴ ①以外の場合 

（現在減免をしている法人が

全く別の法人として店舗を使

用する場合等） 

 ⑵ 法人が合併し別法人となっ

た場合 

 

 以上が整理でき次第、店舗施設使

用者に提示、説明し理解を得ること

とします。 

消防防災課 

（p.70,75） 

第２－Ⅲ－２ 

(11) 反町水防器具置場 

(13) 取出水防器具置場 

＊ 土地の使用貸借契約書の締結 

 

 反町水防器具置場の土地は所有

者から無償で借用している。同土

地について使用貸借契約書を締結

していない。同土地について速や

かに契約を締結すべきである。 

（p.70 から貼付。p.75 も参照） 

対応状況 

 使用貸借契約の締結に向け、速や

かに手続きを進めていきます。 

消防防災課 

（p.73） 

第２－Ⅲ－２ 

(12) 藤池水防器具置場 

3) 隣接した防火水槽の土地の使

用貸借契約書締結 

 

 藤池水防器具置場の土地は返還

したが、隣接する防火水槽の土地

は所有者から無償で借用してい

る。しかし防火水槽の土地につい

て使用貸借契約書は締結されてい

ない。右の写真（p.73）にあるよう

に、藤池水防器具置場と防火水槽

の境界は明確ではないが、防火水

槽の土地について速やかに契約を

締結すべきである。 

対応状況 

 使用貸借契約の締結に向け、速や

かに手続きを進めていきます。 

アルプス 

リゾート 

整備本部 

（p.83） 

第２－Ⅲ－２ 

(16) 木曽路原山荘 

1) 市有財産賃貸借契約書におけ

る貸付面積の相違 

対応状況 

普通財産として貸付を開始した

際に定めた貸付面積を、現在まで変

更なく契約更新してきました。メイ

ンストリートに面した敷地内は貸
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 市有財産賃貸借契約書では、貸

付物件の土地の面積は 1,601.00

㎡であり、位置図を示して貸付物

件の建物（管理棟、宿泊棟、浴室

棟）の周囲の土地に限定している。

公有財産台帳、固定資産台帳及び

施設カルテの土地面積の合計

32,733.74㎡の５％程度であり、大

きく相違している。また、現地調

査において、貸付物件の土地に境

界はなく、運営者（借受人）は建物

（管理棟、宿泊棟、浴室棟）の周囲

の土地を超えて使用している現況

であることを確認している。貸付

物件の土地の面積を小さくして、

実質的に貸付料を減免していると

いえる。貸付物件の土地の面積に

ついては、施設利用者が使用して

いる土地の面積の実態に合わせ変

更する必要がある。 

変更に当たり、貸付物件の土地

に境界を設置することは現実的で

はないこと、また、土地の全域を

貸付物件の土地の面積とすること

は、使用しない土地を多く含むこ

とから、妥当とは思えないことを

考慮して決定するべきである。 

付面積外ですが、借受人が自主的に

手入れを行うことで景観が保たれ

ている現状があります。 

現地にて借受人と担当課立会い

の下、契約上の貸付面積と実際の利

用状況を確認し、契約を変更する必

要があれば対応することで、適切な

利用と維持管理に努めていきます。 

学校教育課 

（p.87） 

第２－Ⅲ－２ 

(17) 旧中川小学校 

2) 個人名義の学校用地 

 

 旧学校敷地のうち３筆（256 ㎡）

が登記上民有地であり、借用する

形になっている。契約等は松本市

への統合前の旧四賀村に遡るが、

関係する書類が残されていないた

め、これら民有地に係る賃借関係

が今もなお継続しているのかにつ

いては不明である。 

下図に示す法面に掛かる土地で

あるが、権利関係を明確にして、

市の所有でないのであれば既に廃

校となり学校用地としての利用は

終了しているので、貸借関係を解

消すべきである。また、市の所有

となっているのであれば適切な財

産管理を行うべきである。 

対応状況 

 松本市への合併前のことで関係

する資料が全く残されていない為、

全部事項証明書等法務局で入手で

きる資料を基に関係者に当時の事

情を聞き取り、今後の対応を検討し

ていきます。 

学校教育課 

（p.112） 

第２－Ⅲ－２ 

(25) 旧五常小学校 

1) 個人名義の学校用地 

対応状況 

 松本市への合併前のことで関係

する資料が全く残されていない為、

全部事項証明書等法務局で入手で
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 旧学校敷地のうち２筆（115 ㎡）

が登記上民有地であり、借用する

形になっている。契約等は松本市

への合併前の旧四賀村に遡るが、

関係する書類が残されていないた

め、これら民有地に係る権利義務

については不明である。すでに行

政財産としての使用は終え普通財

産として管理されている建物の敷

地で、賃貸の対象ともなっていな

い。 

権利関係を明確にし、市の所有

でないのであれば、借用関係を解

消すべきである。また、市の所有

となっているものであれば適切な

財産管理を行うべきである。 

きる資料を基に関係者に当時の事

情を聞き取り、今後の対応を検討し

ていきます。 

契約管財課 

（p.122） 

第２－Ⅲ－２ 

(28)  農業生活改善施設（長越） 

1) 形式的な契約書条項 

 

 現在の使用貸借契約書が締結さ

れる以前から、土地の利用実態は

上記５）（p.122）に記載のとおり

であったと思われるが、契約書の

条項は、市の標準的な市有財産使

用貸借契約書の様式に準じて記載

されていることから、土地の利用

実態と契約書の記載が合っていな

い。契約条件については現状確認

を行い、実態に合った内容にすべ

きである。 

対応状況 

 契約書の内容を改めて確認し、実

態に合った内容に修正します。 

契約管財課 

（p.126） 

第２－Ⅲ－２ 

(28)  農業生活改善施設（矢久） 

1) 底地に対する契約書 

 

 該当施設の底地について、使用

貸借に係る契約書を確認すること

ができなかった。貸借契約は、契

約書がなくても双方合意に至れば

民法第 522 条の規定により契約は

成立する。しかし、契約書がない

ことで権利義務関係が曖昧にな

り、将来的に問題を引き起こす可

能性がある。 

契約関係を明確にし、現在の契

約条件を明確にしておく必要があ

る。 

措置 

 当該施設の土地使用貸借契約に

ついては、建物の無償譲渡契約にあ

わせ、合意解除しました。 

農政課 

（p.139, 

143,148） 

第２－Ⅲ－２ 

(34)  取出地区多目的集会施設 

(35) 赤怒田多目的集会施設 

 

措置 

監査対象施設のように譲渡先が

町会の場合、譲渡した財産の用途を

指定しないことができることから、
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(36) 奈川高齢者活動拠点施設 

＊ 契約違反のペナルティ 

 

 建物譲渡契約書の第５条（用途

の指定）違反の場合のペナルティ

としての第６条（契約の解除）の

規定は、建造物が老朽化して解体

する場合において、解体費用が市

に発生することとなることからペ

ナルティとならないおそれがあ

る。ペナルティを課すのであれば

その内容の再検討が望まれる。 

 

建物譲渡契約書抜粋（甲は松本

市長、乙は取出町会代表者） 

（用途の指定） 

第５条 乙は、譲与物件を、町会活

動のための非営利事業の用途に

供しなければならない。 

（契約の解除） 

第６条 甲は、乙が前条の規定に違

反したときは、この契約を解除

し、乙は、譲与物件を甲に返還し

なければならない。 

 

（p.139 から貼付。他ページも参

照） 

今後、契約書の内容を見直し、第５

条及び第６条を削除します。 

農政課 

（p.139, 

144） 

第２－Ⅲ－２ 

(34)  取出地区多目的集会施設 

(35) 赤怒田多目的集会施設 

5) 建物無償譲渡の事前合意 

 

 無償譲渡対象資産について、

瑕疵
か し

や費用負担について、譲り受

けする取出町会と合意されていな

い。隠れた瑕疵
か し

等により将来の費

用が発生した際に、市で負担しな

ければならない可能性がある。無

償で譲渡する場合にも、建物の

瑕疵
か し

や費用負担について合意して

おくことが望まれる。 

なお、他の部署の同取引の契約

では、下記の条項が含まれている。

同取引について異なる契約条項と

なっており、市で統一されていな

い。 

 

他の部署での「契約書」抜粋（甲

は松本市長、乙は町会代表者） 

（容認事項） 

第○条 乙は、次の各号に掲げる事

対応状況 

無償譲渡した施設の瑕疵
か し

や費用

負担について、町会と協議書または

覚書を交わすこと等を検討します。 

また、今後の譲渡に当たっては、指

摘の内容を踏まえた契約内容とし

てまいります。 
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項を確認し、承認のうえ本物件

を取得するものとする。 

(1) 本物件の周辺環境及び近隣

関係は変化する場合があるこ

と。 

(2) 本物件の土壌汚染の状況

は、調査を行っておらず、土壌

汚染の有無は不明であるこ

と。 

なお、引渡し後に土壌汚染

が判明した場合、乙は、その除

去等に要する費用を全額負担

すること。 

(3) 本物件の地下埋設物の状況

は、調査を行っておらず、地下

埋設物の有無は不明であるこ

と。 

なお、引渡し後に地下埋設

物の存在が判明した場合、乙

は、その対策に要する費用を

全額負担すること。 

（p.139 から貼付。P.144 も参照） 

農政課 

（p.150） 

第２－Ⅲ－２ 

(37)  農業生活改善施設 

2) 土地賃借契約の解約の同意及

び引き渡しの確認 

 

 土地は、松本ハイランド農業協

同組合から賃借していたが、解約

の申し入れ、受諾、土地の引き渡

し等に関する相互の意思表示、確

認結果を示す書面が保管されてい

ない。 

賃借土地の解約は、合意を必要

とする行為であり、法律行為であ

る。また、土地の返還については、

引き渡した土地に問題がないか、

また返還時における未履行事項が

ないかを相互に確認し、後日のト

ラブルを防ぐことなど文書等で明

確にし、整理保管することが望ま

れる。 

措置 

本件土地の返還については、ＪＡ

と協議し、合意解約書等必要書類を

作成し、締結しました。 

今後、このような事案があった場

合は、適切な時期に処理を行い、後

日トラブルを防ぐことなど、課内の

確認体制を構築します。 

環境業務課 

（p.170） 

第２－Ⅲ－２ 

(44) 松本市エコトピア山田 

1) 借用地賃貸借終了後の対応 

 

 借用土地については、契約によ

り市に優先的買取条項が付されて

いるが、契約期間満了時（埋立完

了時）以後の取り扱いが、明示さ

れていない。 

対応状況 

 まずは、借用土地の市有化に向け

た取組みが必要であると考えます。 

 その上で、市有化できなかった場

合を想定し、契約期間満了時（埋立

完了時）までに、満了後の取扱いに

ついて、賃貸人と合意形成を図り明

確にしていきます。 

 原状回復については、施設設置目

的から現実的ではないため、行わな
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賃貸借が終了したときは、賃借

人に原状回復義務のあることが民

法で規定されている(民法第 621

条)。ただし、土地の賃貸借契約の

締結は、民法で原状回復義務が明

示される(令和元年４月)前に締結

されている。 

廃棄物埋め立て完了時に、借用

地を埋立前に戻すことは現実的で

はない。契約満了後の対応につい

て契約満了時までに賃貸人と合意

形成し、明確にすべきである。 

いことで合意形成を図ります。 

 

契約管財課 

（p.179） 

第２－Ⅲ－２ 

(47)  特定目的住宅ヤズカ住宅 

3) 解体工事、外構撤去工事の分

離発注 

 

 分離発注された外構撤去工事と

建物解体工事は、同一の事業者に

発注されている。施設除却に係る

工事総額は 1,725 千円であり、松

本市財務規則に規定する少額随意

契約できる限度額の 1,300 千円を

超過している。 

工事等の発注に当たっては、官

公需についての中小企業者の受注

の確保に関する法律に基づき、地

方自治体も、価格面、数量面、工程

面等からみて分離・分割して発注

することが経済合理性・公正性等

に反しないかどうかを十分検討し

た上で、可能な限り分離・分割し

て発注を行うよう努めることが求

められている。分割発注の推奨は、

複数の（多数の）中小企業が契約

できるよう配慮することが目的と

されていることから、同一事業者

と契約することは、この法律の趣

旨に沿わないおそれがある。一般

競争入札を逃れるため、意図的に

契約書類を分割し、特定の企業と

随意契約を行ったといわれるおそ

れがある。 

施設を解体撤去し、更地にする

ための一連の工事を分割し、同一

事業者に発注する場合は、分割の

必要性・合理性、事業者選定の経

緯等、検討の経緯を明らかにして

おくことが望まれる。 

措置 

 当該工事の保存文書（契約書類

等）に、工事が２件に分かれた経過、

理由を添付し、明らかにしました。 

 

（経過、理由） 

当初は、建物のみを解体する予定

でしたが、外構の樹木等が支障とな

ることがわかったため、先行して外

構撤去工事を発注したものです。 

博物館 

（p.216） 

第２－Ⅲ－２ 

(56) 松本市基幹博物館 
対応状況 

 相手方とは、令和５年度上半期の

早い段階には一定の方向性を出せ
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2) 事業用定期借地権設定 

 

 松本市基幹博物館が建設されて

いる底地の面積 4,034.67 ㎡のう

ち 2,104.71 ㎡は借地であり、民間

企業２社と「事業用定期借地権設

定契約公正証書」を作成している。 

借地権の存続期間は協議による

延長の可能性はあるが、令和２年

４月１日から令和 12 年３月 31 日

までの満 10 年とされている。ま

た、賃貸借期間の満了、若しくは

解除等により本契約が終了したと

きは、賃貸人の承諾を得た場合を

除き、市の費用負担により土地を

原状回復して、賃貸人に返還しな

ければならないとされている。 

松本市基幹博物館の移転目的、

事業規模が建物（主体工事・機械

工事・電気工事）の工事請負のみ

で 64 億円と多額となっているこ

とから継続して松本市基幹博物館

の運営をするために安定的な形で

底地が使用できることが重要であ

るとの認識のもと、市は底地の購

入又は新たな賃貸借契約の締結と

いう方法について、様々な可能性

を考慮しながら賃貸人との協議を

進めているが、安定的な使用に係

る不確実性を解消すべく、できる

だけ早い段階での解決が望まし

い。 

るよう協議を進めていくことを確

認しています。 

 できるだけ速やかに安定的な形

で用地を使用し続けられるように

するため、引き続き相手方と協議を

進めます。 

消防防災課 

（p.72） 

第２－Ⅲ－２ 

(12) 藤池水防器具置場 

2) 検査調書への特記事項の記載 

 

 松本市消防団第 26 分団第３部

倉庫解体撤去工事は、消防倉庫の

業務廃止に伴い、解体撤去して所

有者に土地を返還するために行わ

れた。現地調査を行った際に、外

観（解体後）の写真にあるように、

同工事では借地の返還に当たり原

状回復しておらず、解体時の基礎

コンクリートを撤去し更地にする

ことなく、基礎コンクリートを残

していることを確認して、後日所

有者の意向を確かめている書面を

確認した。 

しかし、検査調書には、竣工年月

日、出来高検査日、検査職員及び

対応状況 

検査調書の摘要欄に、特記事項と

して原状回復せず、基礎コンクリー

トを残していることを明記し、土地

の現況を明確にします。 
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監督職員等の記載と共に、摘要欄

には「契約書、仕様書、その他関係

書類に基づき検査したところ契約

どおり業務を履行していることを

確認しました。」とあり、解体撤去

工事の一般的な原状回復をしたよ

うに誤解される記載となってい

る。検査調書には、摘要欄に、特記

事項として原状回復しておらず基

礎コンクリートを残していること

を明記して、所有者に返還した土

地の現況を明らかにしておく必要

がある。 

波田支所 

（p.49） 

第２－Ⅲ－２ 

(5) 波田支所 

2) 上高地線と施設の境界部分に

対する整備 

 

 上高地線と庁舎裏側の境界部分

一帯について、雑草が生い茂り環

境整備が実施されていない状況が

確認された。市への合併前までは、

住民の協力を得て旧波田町独自で

法面整備をしていたが、線路沿い

の法面であり市の所有地であるの

か不明瞭な状態となっているた

め、市としても積極的に管理でき

ない状況である。 

隣接地の所有者と境界部分を明

確にし、法面部分の環境整備の責

任の所在を明確にする必要があ

る。 

対応状況 

 庁舎裏側（南側）の法面は、アル

ピコ交通の所有地であるため、市で

法面整備を実施することはできま

せん。市としては、適切な管理を実

施するよう所有者に促します。 

 また、公図等を確認し、境界部分

を把握し、市の所有地に入り込んで

くる雑草については、市職員におい

て適宜刈取り等を実施し、市民の目

に見苦しく映ることのないよう環

境整備に努めます。 

こども育成課 

（p.90） 

第２－Ⅲ－２ 

(18) 松本青年の家 

1) 建物所有権変更登記漏れ 

 

 島内 8958 番１の建物について、

長野県から譲受けしているが、現

在でも長野県が所有者として登記

されている。台帳と登記情報の確

認を定期的に行い、資産保全を確

実にする必要がある。 

措置 

 建物登記の所有権移転について

は、不動産登記法第３１条及び第３

３条に基づき、長野県文化財・生涯

学習課に依頼し、嘱託登記手続きを

行い、登記情報を修正しました。 

  

学校教育課 

（p.112） 

第２－Ⅲ－２ 

(25) 旧五常小学校 

2) グラウンド敷地内の赤線 

 

 グラウンド敷地内に赤線が通っ

ている。道路としての明確な区画

整理はされていない。近隣住民は、

施設の反対側（笹沢橋方面）に往

来の道がないため、校庭を自家用

対応状況 

 四賀村が松本市へ合併する前の

ことで詳細が不明です。総合戦略室

が中心になり、関係する課が集まり

検討していきます。 

 なお、学校法人インターナショナ

ルスクールオブ長野とは、契約前に

現状で貸出すということで合意を

得ています。 



- 36 - 

 

車等で通過して行き来している。

施設借用者である学校法人インタ

ーナショナルスクールオブ長野と

の市有財産賃貸借契約書には赤線

についての規定は記載されていな

い。 

近隣住民等が貸付敷地内の往来

で事故等が発生した場合、その責

任の所在が明らかでない。市に管

理責任があるのであれば、市によ

る道路整備が望まれる。 

学校教育課 

（p.113） 

第２－Ⅲ－２ 

(25) 旧五常小学校 

4) 施設の適切な維持管理 

 

 貸付物件の管理は、契約により

借用人に善管注意義務を求めてい

る。返還時に原状回復義務がある

ことから、借用人に適切な維持管

理責任があるが、校舎周りの植栽、

校庭等貸付敷地には雑草等が覆い

茂りつつある。借用人による維持

管理が適切に行われているか、所

管課は定期的に確認することが望

まれる。 

また、貸付物件以外の施設の管

理が不十分であった。特に、プー

ル、飼育小屋及び縄文小屋は、野

ざらし状態であり、除草による設

備維持管理が出来ていない状況で

あった。小火等のリスクを考える

と適切な維持管理が必要である。 

対応状況 

学校法人インターナショナルス

クールオブ長野の管理する部分、教

育委員会の管理する部分がそれぞ

れあるため、定期的に現地を確認

し、互いにきちんと管理するよう努

めてまいります。 

また、不必要な工作物等は、関係

者に聞き取りを行い、解体撤去も視

野に入れ、管理を検討していきま

す。 

学校教育課 

（p.113） 

第２－Ⅲ－２ 

(25) 旧五常小学校 

5) 体育館施設の管理体制 

 

 敷地内にある体育館は、施錠管

理されてはいたが、鍵の管理を松

本市大手事務所にある学校教育課

と校舎賃借人である学校法人イン

ターナショナルスクールオブ長野

の２者で行っている状況であっ

た。本来であれば市側だけで鍵を

管理すべき所、校舎賃借人にも管

理を委託している状況にある。管

理委託については、賃貸借契約書

等には示されておらず、施設管理

についての義務、責任等を明確に

しないまま鍵の管理を委託すべき

ではない。また、非常時を考える

と近隣の四賀支所に鍵を配置する

措置 

学校法人インターナショナルス

クールオブ長野に管理を委託して

いるわけではなく、消防署の指導に

より火災報知設備を設置させてお

かなければならないため、何らかの

トラブルで建物内に入らざるを得

ない場合を想定し、鍵を渡してあっ

たものです（総合防災盤は、校舎の

職員室に設置）。 

施設管理の義務、責任が明確でな

いとの意見ではありますが、閉庁時

のことを考慮すると体育館に一番

近いところに鍵があったほうが良

いと解釈しています。 
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ことも検討すべきである。 

学校教育課 

（p.117） 

第２－Ⅲ－２ 

(26) 浅間荘 

2) 施設の現況管理 

 

 敷地内に別棟で倉庫が設置され

ている。この倉庫の施錠管理は、

教員住宅管理の所管課によって行

われることとされているが、蔦に

覆われ管理放棄状態にある。また、

窓ガラスは破損し、中に保管され

ている立て看板類が外から見るこ

とができる。 

個別施設計画は、公有財産台帳

登録単位で策定されていることか

ら、この屋外倉庫は教員住宅と一

体とされ、実態に合った計画策定

とはなっていない。 

市の財産としての維持管理方法

を再検討すべきである。 

対応状況 

敷地内の倉庫については、長期間

にわたり人の出入りがない状態で

あり、中の保管物も放置されている

ため、不適切な管理状態であると考

えます。令和５年６月現在、窓ガラ

スの修繕は完了しており、中の保管

物については担当課と相談の上、撤

去の作業を進めています。個別施設

計画についても改めて内容を検討

し、倉庫の管理を適切に行ってまい

ります。 

  

学校教育課 

（p.117） 

第２－Ⅲ－２ 

(26) 浅間荘 

3) 土地の管理 

 

 敷地の境界杭が明確でなく、登

記簿上では市所有地と思われる土

地が畑として利用されている部分

がある。この状況を、所管課は把

握していない。敷地の境界杭が明

確でなく公図と敷地の現況が不明

瞭なため、市所有の範囲が曖昧な

状況となっている。土地の境界が

明確ではない場合は、松本市財務

規則（第 176 条）で規定されてい

るとおり、隣接地の所有者と協議

して境界を確定し、市所有地を明

確にしなければならない。 

長年占有状況を放置すると「時

効取得による所有権移転」（民法第

162条）により市の財産を逸失する

おそれがある。敷地の境界杭を確

認し、土地の管理を徹底する必要

がある。 

対応状況 

当該土地の市所有地の範囲が明

確になっていないため、令和６年度

に用地測量業務を実施し、隣接地の

所有者と境界の位置について協議

を進めます。 

契約管財課 

（p.202） 

第２－Ⅲ－２ 

(53)  旧梓診療所 

3) 賃貸地への建物の建設 

 

 普通借地権で借りた土地に借主

が建物を建設した場合、賃貸借契

約満了時に地主は契約の更新を拒

むことは原則としてできない（借

措置 

 当該施設については、旧梓川村当

時のものであり、地域医療の確保を

重視した結果ととらえております。 

 しかし、ご指摘のとおりであるこ

とは否めず、新規の建物貸し付けに

ついては、借地借家法に基づく定期

借地権契約とするよう財産貸付事

務取扱要領に定めています。 
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地借家法第５条）。この借地権は、

その登記がなくても借主が増築

（建設）した建物が登記されてい

るときはその権利を主張できるこ

ととされている(同法第 10 条)。 

旧診療所施設賃貸中に借主によ

る増築を許可したことは、この施

設の転用の可能性を閉ざすことと

なった。市との合併前の旧梓川村

当時に普通借地権のまま増築を許

可したこと、事業用定期借地権を

設定しなかったこと等その経緯は

不明である。 

普通財産として管理される市の

施設の将来の売却を含め有効活用

を考える際、その阻害条件となら

ないよう慎重な検討が必要であ

る。 

 また、事業用定期借地権契約の締

結の手法についても整理しました

ので、今後は財産貸付事務取扱要領

に基づき対応することを基本とし

ます。 

契約管財課 

（p.206） 

第２－Ⅲ－２ 

(54)  旧入山分校 

1) 施設の安全管理 

 

 当施設は、長年利用されていな

いこと、また、車道から離れた場

所にあることから、解体もされず、

改修もされずに自然に任せ朽ちる

のを待っている状況である。一般

人の施設内の出入りも自由にでき

る状態にあることから、安全管理

を意識した施設管理を徹底するこ

とが必要である。 

対応状況 

 ご指摘いただいた内容を踏まえ、

現地の在り方について検討します。 

契約管財課 

文化財課 

（p.206） 

第２－Ⅲ－２ 

(54)  旧入山分校 

2) 施設管理の在り方 

 

 野麦街道沿いの旧入山宿は、国、

県、市、地域からも歴史文化遺産

として認識されている。 

市は、旧入山分校は、当該歴史遺

産に含まれていないものとしてお

り、将来の解体を考えている。国、

県及び地域は、看板等の表記から

もそれぞれが指定した史跡等を構

成する一つと推定できる。 

当施設は、文化財課が主管し実

施された住民主体の文化財悉皆調

査で調査の対象として上げられて

おり、「地域の魅力となっているも

の・後世に残したいもの」として

地域住民から希望されているもの

の一つでもあった。 

対応状況 

【文化財課】 

山間部にも多くの児童がいたこ

とを示すとともに、あまねく教育の

場を提供していたことを示す貴重

な建物であると認識しているため、

建物調査を実施します。 

 

【契約管財課】 

文化財課の方針を尊重しますが、

建物保存の必要性がないと判断さ

れた場合、将来的には解体も視野に

入れながら検討を進めます。 
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また、「学都」松本を標榜する、

市歴史文化基本構想においても

「すべての人に教育の機会を」と

いう明治時代からの教育の理念は

連綿と受け継がれるとともに、教

育を重んじる文化が継承されてき

ていると説明されている。昭和時

代に建築された市の教育施設が、

ほとんど現存しない中で、当施設

は、教育施設として貴重なものの

一つとなっているように考える。 

教育委員会と管理所管課でその

対応姿勢が異なる。 

建物は、適切な維持管理を怠る

とその老朽化が著しく進むおそれ

があることから、各行政機関、庁

内各部局と施設管理について目線

を合わせ、適切な財産管理を行う

ことが望まれる。 

美術館 

（p.210） 

第２－Ⅲ－２ 

(55) 松本市美術館 

5) 美術品の保険 

 

 外部から借用する美術品以外の

美術品に保険がかけられていな

い。重要な美術品について保険に

よる担保が必要でないか検討が望

まれる。 

措置 

美術品の保険は、館外で展示を行

う際は保険を付しており、外部に貸

出す際は、貸出先において保険が付

されることを条件としています。 

 耐火、耐震、防犯設備を整えた施

設で安全であるため、館内で所蔵、

展示する作品に保険は付していま

せん。 

全作品に保険を担保した場合、保

険料が高額になることから、万が一

破損があった場合は修復費による

対応をすることを想定しておりま

す。 

文化財課 

（p.221） 

第２－Ⅲ－３ 

(2) 松田屋 

1) 維持管理の方向性 

 

 市所有の文化財（建造物）は、17

施設あるが、当施設は文化財等の

指定を受けていない唯一の建造物

である。 

文化財として扱うということ

は、後世に残すための維持管理を

行うことが求められる。文化財に

指定しないまま、施設の今後の方

向性、保全対策が明確にされてい

ない現況は適切であるとはいえな

い。 

当施設の位置づけを明確にする

とともに、文化財として保全の必

要な施設を明確にできるルール作

りが望まれる。 

対応状況 

 松本市公共施設再配置計画にお

ける第一次計画内容（2018～2025 年

度）において、松田屋については「文

化財的価値の明確化と運営方法検

討」に取り組むこととしています。 

 2017 年度に有識者とともに予備

的な視察調査を行い、調査計画を検

討していたものの、豪雨によるアク

セス道被災のため事業が中断して

いました。 

 2022 年度にアクセス道が再開し

たので、改めて調査計画を検討・実

施し、調査結果等に基づいて今後の

施設や運営のあり方を検討してま

いります。 
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契約管財課 

（p.219） 

第２－Ⅲ－３ 

(1) 旧役場庁舎 

1) 維持管理の実施 

 

 当施設の管理自体は、契約管財

課が所管であることから、隣接す

る波田支所では行っていない。正

面玄関ポーチの二階バルコニーを

支える柱の一部を見ると腐食が進

んでいる部分が確認された。また、

内部は改築して公民館として利用

されているが、耐震工事が未了と

なっている。大正時代の行政施設

の建物としては希少なものと思わ

れるが、建物の今後の方向性と安

全管理を考慮し必要最低限の補修

は必要と考える。耐震性への対応

を含めて安全管理への検討が望ま

れる。 

対応状況 

 当該施設は、市民が利用する場所

でもあるため、ご指摘の点も踏まえ

対応について検討します。 

文化財課 

（p.221） 

第２－Ⅲ－３ 

(2) 松田屋 

2) 維持管理の実施 

 

 当施設の管理自体は、年に数回、

点検確認が実施されているが、外

部の本格改修は行われていない。 

風雨の影響を受けやすい、雨樋、

屋根などは下地を金属で保護して

あることを理由に改修されていな

いことから、外観は腐食が進み、

文化財としての維持管理が適切に

行われているとは思えない外観を

見せている。 

市は松本市総合計画第 11 次基

本計画の中で「歴史・文化遺産の

承継」を基本施策の一つに掲げて

おり、観光ルートに位置し、見学

者を受け入れている施設であれば

その維持管理方法について検討す

ることが望まれる。 

なお、当施設の現地調査実施後、

令和４年 11 月に雨樋の清掃及び

雨樋の復旧工事が行われている。 

対応状況 

松本市公共施設再配置計画にお

ける第一次計画内容（2018～2025 年

度）において、松田屋については「文

化財的価値の明確化と運営方法検

討」に取り組むこととしています。 

施設や運営の在り方が明確にな

るまでの間、建物の本質的価値を損

なわないよう、施設の清掃・点検確

認・維持補修に努めてまいります。 

消防防災課 

（p.70, 

75,80） 

第２－Ⅲ－２ 

(11) 反町水防器具置場 

(13) 取出水防器具置場 

(15) 16 区消防車庫 

＊ 物品の管理における定期的な

チェックの必要性 

 

 物品の管理については、松本市

対応状況 

 年 1回は消防団長（消防防災課）

が建物及び物品の管理状況を確認

していますが、再度チェック体制を

徹底させるため、管理表を作成し、

各分団で定期的に確認状況を把握

できるようにすることで、より一層

のチェック体制を構築します。 
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消防団事務手引に、「消防団長は総

括、実務は各分団で行い責任をも

って管理してください。」、「所管す

る物品は、常に良好な状態で使用

できるよう管理してください。」と

規定されている。 

反町水防器具置場の物品の管理

は第 25 分団に委ねており、現地調

査では整理整頓されており整然と

していた。一方、消防団長（消防防

災課）は総括とされているが、物

品の管理状況を確認していない。

建物の管理及び物品の管理では、

チェックリスト等を作成して、定

期的に管理状況をチェックするこ

とが望まれる。 

※上記「措置／対応状況」及び「内容」は、令和５年６月末時点のものです。 


